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資　　料

ポーランド知的財産制度の
利用実態に関する調査研究

　抄　録　ポーランドはドイツの東，ヨーロッパのほぼ中央という良好な位置にあり，進出する日系
企業数も増加傾向にある。知的財産制度の側面から見ると，ポーランドは統一特許裁判所協定に署名
していない。このように，経済的に重要なポーランドは，欧州連合を構成する国の中では知的財産制
度上の特殊な側面を備えることになる。そこで，当小委員会は，ポーランドを対象にとりあげ，その
知的財産制度について調査研究を行った。本資料では，ポーランを取り巻く状況，ポーランドの知的
財産制度を概説した上で，ポーランドの知的財産制度の利用実態について説明する。特に，本調査研
究では，ポーランドにおける侵害訴訟の件数，無効手続の件数は，日本における件数よりはるかに少
ない件数ではあるものの，特定の分野（土木工学，製薬，精密有機化学）が多くの割合を占めており，
実用新案も係争の対象となっているとの結果が得られた。
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1 ．	はじめに

ポーランドは欧州連合の加盟国の一つであ
り，また，ヴィシェグラード・グループ（以下，
V4グループ）を構成する４ヵ国の一つである。
V4グループは，チェコ，スロバキア，ハン

ガリー，ポーランドの４ヵ国から構成される地
域協力機構である。その中でポーランドは，
V4グループの残りの３ヵ国と比較して，国土

面積，人口，GDPの点で優れ，これらの点で
V4グループにおいていずれも最大である。ま
た，進出する日系企業数も増加傾向である。
一方，知的財産制度の側面から見ると，ポー

ランドは，欧州連合の加盟国であるにもかかわ
らず，統一特許裁判所協定（以下，UPCA）に
署名していない。このため，経済的に重要なポ
ーランドは，今後，欧州連合を構成する国の中
では，知的財産制度上の特殊な側面を備えるこ
とになる。そこで，当小委員会は，ポーランド
を対象にとりあげ，その知的財産制度について
調査研究を行った。本資料は，仁井田大輔（日
立製作所），金原玲子（第一三共），畑本憲志 
（古河電気工業），三原知浩（武田薬品工業），
和田一美（旭硝子　化学品カンパニー），藤原茂
（住友ゴム工業）が担当した。

＊  2016年度　The Second Subcommittee, The Second 
International Affairs Committee
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2 ．	�ポーランドを取り巻く状況と調査
の経緯

2．1　経　　済

ポーランドはドイツの東，ヨーロッパのほぼ
中央という良好な位置にある。図１１）～４）は，
ポーランド，ハンガリー，チェコ，スロバキア
間での面積の比較を示す図である。ポーランド
の面積はV4グループ間で最も大きく（31.2万
km2），ハンガリー，チェコの３倍以上の面積
となっている。

図２１）～４）は，V4グループ間での人口比較を
示す図である。ポーランドの人口はV4グルー
プ間で最も多く（3,844万人），ハンガリー，チ
ェコの３倍以上の人口となっている。

図３５）は，V4グループ間でのGDPの比較を
示す図である。ポーランドのGDPは約4,676億
ドルでV4間で最も大きく，V4他国のGDP総額
とポーランド１国のGDPが同程度となってい
る。また，ポーランドの特徴として2007年まで
の伸びも最も著しいことが挙げられる。

図４１），６）～８）は，ポーランドとV4グループ以
外の国とのGDPの比較である。ポーランドの
GDPは，タイよりも大きく，ベルギー，スウェ
ーデンと同程度である。

以上から，ポーランドは，V4グループ間で
最大の面積・人口・GDPを有しており，V4グ
ループ内で最も経済的に有望な国であると表現
することができる。また，図５９），10）に示すよう
に近年はやや鈍化したものの，進出する日系企

図２　V4グループ間での人口比較

図３　V4グループ間のGDPの比較
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図１　V4グループ間の面積比較
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業数も増加傾向である。

2．2　単一特許，統一裁判所との関係

本資料の執筆時点において，特許については，
ポーランドはUPCAに署名していない。よって，
統一裁判所の判決の効力は，ポーランドには及
ばない。従って，欧州で統一特許裁判所がその
稼働を開始したとしても，ポーランドの特許に
関する事件は，従来通り，ポーランドの国内裁
判所で取り扱われることになり，日系企業もポ
ーランドの国内裁判所で争わざるを得ない。
このように，V4グループ内で最も経済的に

有望なポーランドは，知的財産制度上では特殊
な側面を備えている。そこで，ポーランドの知
的財産制度について調査研究を行うこととした。

3 ．	知的財産制度

3．1　概　　要

表１11）は，ポーランドの知的財産制度の概要
を説明する表である。日本の制度との違いを下
記に列挙する。
・実用新案では実体審査が行われる。
・審査請求制度は存在しない。
・ 意匠の存続期間は出願から25年であり，５年
ごとに登録料を納付する。
・ 特許，実用新案について，第１国出願義務が
存在する。具体的には，ポーランド産業財産
権法では，以下の旨規定されている。
 “ポーランド共和国領域に居所を有するポー
ランド法人又はポーランド国民が，他国にお
いて特許保護を求めることを希望している発
明は，その発明が最初に特許庁に対し保護を
求めて出願された場合に限り，前記の他国に
おいて出願をすることができる。”

・ 特許，実用新案の出願に対して，調査報告書
が発行される
・ 特許，実用新案，意匠，商標について，異議
申立制度が存在する。

図５　ポーランドへ進出する日系企業数
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表１　ポーランドの知的財産制度

特許 実用新案 意匠 商標
現地代理人の必要性 要（第236条）

審査制度 有（49条） 有（第100条） 有（第110～111条） 有（第144～145条）
審査請求 無

存続期間
出願から20年
※原則，延長無し
（第63条３項）

出願から10年
（第95条）

出願から25年
※５年毎に登録料納付

（第105条）

出願から10年
※更新可能
（第147条）

第１国出願 有（第40条） 有（第100条） 無 無
調査報告書の発行 有（第47条） 有（第100条） 無 無
異議申立 公報発行から６カ月（第246～247条）

無効審判 有
（第89～93条） 有（第100条） 有（第117～118条） 有

（第164～167条）
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3．2　訴訟制度

表２12）は，ポーランドにおける知的財産関係
の訴訟制度を説明する表である。

表２　ポーランドにおける知的財産関係の訴訟制度

項目 内容
第一審 地方裁判所
控訴先 控訴裁判所
上告先 最高裁判所
審理期間 １～３年

代表的な救済

侵害行為の差止
裁判手続き開始前の差止

損害賠償
不当利得の引き渡し

税関による差し押さえ 有り
無効手続きの請求先 ポーランド特許庁
無効手続が 

侵害訴訟に与える影響 侵害訴訟停止の可能性有

第一審は，地方裁判所にて行われる。第一審
の判決に対する控訴は，控訴裁判所に行うこと
ができる。控訴裁判所の判決に対しては，法律
で規定されている一定の場合は最高裁判所に上
告することができる。
審理期間は１年から３年と報告されている
が，事件により異なる。代表的な救済としては，
侵害行為の差止，裁判手続開始前の差止，損害
賠償，不当利得の引き渡しが用意されている。
また，税関による差し押さえの請求も可能である。
権利を無効にするためには裁判所ではなく，
ポーランド特許庁へ無効手続を請求する必要が
ある。無効手続が請求されると，継続中の侵害
訴訟は停止される場合もある。
特許権侵害訴訟は，専門的な教育を受けてい
ない裁判官により審理される。そこで，裁判所
には，１人以上の鑑定人を指名し，書面により
若しくは口頭で鑑定を提出させることが認めら
れている。裁判所は，鑑定人を，登録されてい
るポーランド特許弁護士，又は関連分野におい

て十分に資格を満たしている専門家の中から任
命することができる。また，裁判所は，研究機
関又は学術機関から鑑定人を要請することも認
められている。鑑定人又は機関による鑑定は，
特許権侵害訴訟では非常によく行われ，判決に
大きく影響することが報告されている。

4 ．	特許出願動向

図６（a）は，ポーランドにおける特許出願と，
他国における特許出願との件数の比較を示す図
である。図示される出願件数のデータは，ポー
ランドが2015年13），ブラジル・ロシアが2014年14），
フィリピン・インドネシアが2013年のものであ
る14）。図６（a）から，ポーランドへの出願件数
はブラジル・ロシアの件数より遥かに少なく，
フィリピンと同程度であることがわかる。
次に，図６（b）15）及び図６（c）15）は，ポーラ

ンドへ出願（国内特許，実用新案）する外国企
業の内訳を説明する図である。図６（b）15）から
国内特許，実用新案ともにポーランド国内出願
人によるものが大半を占めていることが分か
る。また，図６（c）からドイツ，アメリカの出
願人が上位を占めていることが分かる。図６（d）
はEPルートからポーランドへ移行した特許の
出願人の国籍の内訳を説明する図である。EP
ルートからの移行による特許も，ドイツ，アメ
リカの出願人よるものが多い。また，ドイツ出
願人による移行件数が2,168件，アメリカから
の移行件数が1,302件と，国内特許の件数と比
較して非常に多い件数となっている。このこと
から，ドイツ，アメリカ出願人はポーランドで
特許権を取得するルートとして，主にEPルー
トを選択しているものと考えられる。
EPルートからの移行，国内特許の出願，双
方について，ドイツ，アメリカの出願人が上位
を占めている。
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5 ．	係争に関する情報

図７14）は，ポーランドにおける特許，及び実
用新案に関する侵害訴訟，及び無効手続の推移
を説明する図である。
いずれの年度においても，侵害訴訟よりも無

効手続の数が多い。侵害訴訟の件数は年間５件
程度か，５件未満で推移している。無効手続の
件数は年度ごとにばらつきがあるものの，2009
年をピークに年間40件未満で推移している。
図８16），17）は，ポーランドにおける特許権・実

用新案権侵害訴訟の件数と，日本における侵害
訴訟（特許，実用新案，意匠）の件数との比較
を説明する図である。ポーランドの件数，日本の
件数共に2012年のデータである。ポーランドの特
許権・実用新案権侵害訴訟の件数（６件）は，日
本の件数（187件）よりはるかに少ない件数である。

図６　ポーランドへ特許出願する外国企業の内訳
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図９16），18）は，ポーランドにおける特許権・実
用新案権無効手続の件数と，日本における特許
権・実用新案権無効手続の件数との比較を説明
する図である。ポーランドの件数，日本の件数
ともに2015年のデータである。侵害訴訟同様，
ポーランドの特許権・実用新案権の無効手続の
件数（28件）は，日本の件数（235件）より遥

かに少ない件数である。
図10６）は，侵害訴訟，及び無効手続における
技術分野毎の内訳を説明する図である。図10は，
2001年から2016年までのデータを集計して作成
した。侵害訴訟，無効手続共に土木工学，製薬，
精密有機化学が多くの割合を占めている。特に，
土木工学分野が最も多いとの結果が得られた。
図1119）は，侵害訴訟の対象となった権利の種
類を説明する図である。データは，2001年から
2016年に判決が出された事件について集計した。
同じ権利について第一審，控訴審と複数の判決
が出された場合は，１件として集計している。
対象となった権利の種類が不明な権利が38％を
占めているが，実用新案が29％を占めている。
この割合は国内特許が占める割合と同程度であ
る。図12は，図11で抽出された実用新案の技術

図９　�ポーランドにおける特許権・実用新案権無
効手続の件数と，日本における特許権・実
用新案権無効手続の件数との比較

図11　侵害訴訟の対象となった権利の種類
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分野の内訳を説明する図である。IPC E04Bは，
建築構造一般に関連する技術分野であり，IPC 
E04Fは建築物の仕上げに関連する技術分野で
あり，IPC E05Dはドア，窓またはウイング用
の蝶番または他の支持装置に関連する技術分野
である。このように，侵害訴訟の対象となった
実用新案の技術分野の内訳は建築関係が約半数
を占めていた。

6 ．	おわりに

以上，ポーランドのポーランド知的財産制度
の利用実態について説明した。得られた知見を
以下に示す。
・ 特に，ポーランドにおける侵害訴訟の件数，
無効手続の件数は，日本における件数よりも
はるかに少ない数であった。
・ しかし，侵害訴訟，無効手続共に特定の分野
（土木工学，製薬，精密有機化学）が多くの
割合を占めていた。
・ また，侵害訴訟の対象となった権利の種類に
ついては，不明な権利が38％を占めていたも
の，実用新案が29％を占めているとの結果が
得られた。
・ 実用新案の技術分野では，特に建築関係が52
％と大半を占めていたとの結果が得られた。
 特に，土木工学，製薬，精密有機化学の分野
については，侵害訴訟，無効手続共に多くの
割合を占めており，訴訟までは至らない当事
者間の係争も含めると，この分野においてあ
る程度の規模感の係争がポーランドで起こっ
ているだろうというのが現状の結論である。
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